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令和８年度加西市国民健康保険特別会計予算 
 

令和８年度加西市国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，４６９，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費にかかる予算額に過不足を生じ

た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。ただし、会計年

度任用職員に係る職員手当等及び共済費は除く。 

（２）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

令和８年２月２６日提出 

加西市長 高 橋 晴 彦   
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加西市国民健康保険特別会計予算に関する説明書  
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報    酬 給    料 職員手当 計

（千円） （千円） (千円) （千円）

本年度
（7）

7
8,975 26,049 23,640 58,664 11,018 69,682

前年度
（10）

7
12,716 25,530 22,127 60,373 11,405 71,778

比  較 (△3)
0

△3,741 519 1,513 △1,709 △387 △2,096

管 理 職 時間外勤務 特殊勤務 期末勤勉

手    当 手    当 手    当 手    当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 1,368 1,097 760 336 5,621 14,458 23,640

前年度 846 528 653 5,505 14,595 22,127

比  較 522 569 107 336 116 △137 1,513

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報    酬 給    料 職員手当 計

（千円） （千円） (千円) （千円）

本年度
（0）

7
26,049 20,633 46,682 9,264 55,946

前年度
（0）

7
25,530 18,129 43,659 8,831 52,490

比  較 （0）
0

519 2,504 3,023 433 3,456

管 理 職 時間外勤務 特殊勤務 期末勤勉

手    当 手    当 手    当 手    当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 1,368 1,097 760 336 5,621 11,451 20,633

前年度 846 528 653 5,505 10,597 18,129

比  較 522 569 107 336 116 854 2,504

　　　イ　会計年度任用職員

報    酬 給    料 職員手当 計

（千円） （千円） (千円) （千円）

本年度
（7）

0
8,975 3,007 11,982 1,754 13,736

前年度
（10）

0
12,716 3,998 16,714 2,574 19,288

比  較 （△3）
0

△3,741 △991 △4,732 △820 △5,552

管 理 職 時間外勤務 特殊勤務 期末勤勉

手    当 手    当 手    当 手    当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 3,007 3,007

前年度 3,998 3,998

比  較 △991 △991

計

職員手当

区  分
扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

（　）内は、パートタイム会計年度任用職員の人数について外書したもの

計

区  分 職員数

給 与 費
共 済 費
（千円）

合    計
（千円）

備      考

職員手当

区  分
住居手当

共 済 費
（千円）

合    計
（千円）

（　）内は、再任用職員の人数について外書したもの

備      考

計

備      考

（　）内は、再任用職員とパートタイム会計年度任用職員の人数について外書したもの

職員手当

区  分
地域手当

給  与  費  明  細  書

職員数

給 与 費

１．一 般 職

共 済 費
（千円）

（１）総  括

通勤手当 住居手当

区  分 職員数

給 与 費

区  分 合    計
（千円）

扶養手当

扶養手当 地域手当 通勤手当
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区  分

122

　　イ 　会計年度任用職員

区  分

（３）給料及び職員手当の状況

     ア．職員１人当り給与

     イ．初  任  給

  ウ．級別職員数

1 14.3

3 42.8

1 14.3

1 14.3

1 14.3

7 100.0

1 14.3

2 28.6

2 28.5

1 14.3

1 14.3

7 100.0

フルタイム職員数

2,127 会計間異動等による

 △ 3,741

説          明

人員減による

 △ 991

そ　　の　　他

そ　　の　　他

そ　　の　　他

備    考

給　　料

報　　酬 △ 3,741

パートタイム職員数

 △ 991 人員減による

増減額 (千円) 増減事由別内訳（千円）

職員手当 2,504

制度改正等に伴うもの 122

職員手当

昇給に伴うもの 255

そ　　の　　他

期末勤勉手当

増減額 (千円) 増減事由別内訳（千円） 説          明

そ　　の　　他 146 会計間異動等による

備    考

給　　料 519

給与改定に伴うもの

昇給に伴うもの 373

４  級

５  級

６  級

７  級

計

１  級

２  級

５  級

６  級

７  級

８  級

行      政      職

構成比（％）職員数（人）

区      分

237,600

行政職
      （円）

200,300

232,000

行政職

      （円）

平 均 年 齢 （歳）

行  政  職

令和７年１月１日現在

区 分

平均給料月額（円）

213,100

302,786

341,296

35

国 の 制 度

平均給与月額（円）

令和７年１月１日現在

区      分
級

１  級

２  級

３  級

４  級

８  級

計

３  級

313,329

367,272

35

令和８年１月１日現在

大 学 卒

高 校 卒

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

令和８年１月１日現在

※単位：人

※単位：人

本年度 7
前年度 10
増　減 △ 3

本年度
前年度
増　減
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     （級別の標準的職務内容）

区    分 １  級 ２  級 ３  級 ４  級 ５  級 ６  級 ７  級 ８  級

次長 理事
係長 部参事 技監
主査 課長 部長

主幹 市参事

     エ．昇給

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５以上（人）

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５以上（人）

     オ．期末手当・勤勉手当

職制上の段階

職務の級等に

６月(月分) 12月(月分) よる加算措置

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

前 年 度 2.300 2.300 4.60 有

国の制度 2.325 2.325 4.65 有

     カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度
(支給率等)

     キ．地域手当

     ク．その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

行 政 職 主事補 主事 主事 主任 課長補佐

7

100.0

備    考

前年度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） 　　 （人）

比率　（Ｂ）／（Ａ）         （％）

7

100.0

昇給に係る職員数（Ｂ） 　　 （人）

行政職

7

7

区    分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

(月分)

区                        分

本年度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 （人）

その他の

加算措置等

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

比率　（Ｂ）／（Ａ）         （％）

7

7

最高限度区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 備 考

47.709 47.709

支給対象地域

24.586875 33.27075

      基 づ く 支 給 率 （％）

14支 給 対 象 職 員 （人）

同　じ

差異の内容

全地域

国の制度との異同

同　じ

号給数別内訳

号給数別内訳

4%
      国 の 指 定 基 準 に

同　じ

4%支　　　給　　　率（％）
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